
教育環境改善へ重点予算

　
一
般
会
計
予
算
は
、
前
年
度
よ
り
12
億
４
７
１
９
万
円
、

11
・
５
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
入
の
主
要
財
源
で
あ
る
町
税
は
、
歳
入
全
体
の
43
・
５
％

を
占
め
て
い
ま
す
。

　
国
か
ら
財
源
調
整
で
配
分
さ
れ
る
地
方
交
付
税
は
、
前
年
度

よ
り
４
・
１
％
の
減
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　
国
庫
支
出
金
は
新
設
保
育
所
等
整
備
交
付
金
、
学
校
施
設
環

境
改
善
交
付
金
な
ど
29
・
４
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
県
支
出
金
は
地
域
介
護
拠
点
整
備
事
業
補
助
金
な
ど
で
17
・

２
％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
町
債
は
、
学
校
施
設
の
大
規
模
改
造
な
ど
に
係
る
発
行
に
よ

り
、
129
・
８
％
の
大
幅
な
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
下
水
道
事
業
特
別
会
計
は
、
平
成
30
年
度
か
ら
地
方
公
営
企

業
法
の
全
部
適
用
を
受
け
る
会
計
制
度
へ
移
行
し
ま
す
。

11.5%

▲24.1%

▲3.5%

9.2%

6.0%

▲21.2%

▲10.5%

皆増

3.2％

121億1285万円

38億5411万円

13億8772万円

24億6596万円

4億  798万円

81億1579万円

11億3905万円

17億8112万円

231億4882万円

対前年度比予算額区　分　　

一　般　会　計　　

水 道 事 業 会 計 　

下水道事業会計　

総　　　額　　

特
別
会
計

平成30年度当初予算額

一般会計121億1285万円　総額231億4882万円
歳　入歳　出

※各項目で１万円未満を切り捨てているため、
　合計が合わない場合があります。
　▲はマイナス

グラフの見方

上段：科目、総額に占める割合

中段：予算額

下段：対前年度増減

幼
稚
園
・
中
学
校
に
エ
ア
コ
ン

　
歳
出
の
主
な
も
の
は
、
民
生
費
が
５
・
８
％
の
減
で
、
全
体

の
33
・
５
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

　
教
育
費
で
は
、
小
中
学
校
校
舎
の
大
規
模
改
修
事
業
や
エ
ア

コ
ン
設
置
な
ど
に
よ
り
122
・
１
％
の
大
幅
な
増
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　
総
務
費
で
は
、
前
年
度
と
比
べ
、
庁
舎
整
備
事
業
費
と
大
気

汚
染
測
定
機
器
の
更
新
な
ど
で
６
・
７
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　
土
木
費
で
は
、
下
水
道
事
業
へ
の
繰
出
金
、
各
都
市
公
園
施

設
の
改
修
で
、
７
・
８
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
衛
生
費
で
は
、
新
た
に
建
設
す
る
夜
間
急
病
医
療
セ
ン
タ
ー

の
負
担
金
が
増
額
と
な
る
も
の
の
、
塵
芥
処
理
施
設
維
持
管
理

事
業
が
減
額
と
な
る
た
め
、
７
・
５
％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

国民健康保険事業

財産区

介護保険事業

後期高齢者医療事業

特別会計の計

討

　論

●
介
護
保
険
事
業
　特
別
会
計

　
介
護
保
険
料
の
基
準
額
が
、
月
額
４
８
０
０
円
か
ら
５
５
０

０
円
に
値
上
げ
さ
れ
ま
す
。
そ
の
上
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
保
険

か
ら
外
し
、
生
活
支
援
も
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
に
切
り
替
え
る
な
ど

の
動
き
が
あ
り
、
高
齢
者
の
福
祉
後
退
に
つ
な
が
る
た
め
反
対

し
ま
す
。

●
後
期
高
齢
者
医
療
事
業
　特
別
会
計

　
保
険
料
改
定
の
今
年
は
、
年
金
収
入
153
万
〜
211
万
円
の
人
の

２
割
軽
減
が
な
く
な
り
、
年
間
１
万
円
負
担
が
増
え
る
。
ま
た

特
例
軽
減
の
一
部
を
打
ち
切
り
、
「
も
と
は
健
保
の
扶
養
家
族

で
、
75
歳
到
達
に
よ
り
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
移
行
し
た
高

齢
者
」
の
保
険
料
も
定
額
部
分
の
７
割
軽
減
か
ら
５
割
軽
減
に

縮
小
さ
れ
、
約
９
０
０
０
円
の
値
上
げ
に
な
り
ま
す
。
軽
減
措

置
を
な
く
し
て
い
く
改
悪
を
許
せ
ま
せ
ん
。

■
反
対
討
論

■
反
対
討
論

いせきくんやよいちゃん

※

※

地
方
公
営
企
業
法
と
は
、
地
方
公
共
団
体
の
経
営
す
る
企
業
の
組

織
・
財
務
・
職
員
の
身
分
に
つ
い
て
定
め
た
法
律
で
す
。
法
適
用
に
よ

り
、
経
営
成
績
と
財
政
状
況
を
正
確
に
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う

に
な
り
、
効
率
的
な
事
業
運
営
に
つ
な
が
り
ま
す
。

可決

自
主
財
源
59
％

依
存
財
源
41
％

町税　43.5%
52億7383万円
（145万円）

繰入金（貯金取崩）10.3%
12億5328万円
（2億4154万円）

その他（自主財源）5.1%
6億1702万円
（▲1352万円）

国庫支出金　11.6%
14億352万円
（3億1904万円）

地方交付税　5.1%
6億1400万円
（▲2600万円）

県支出金　6.7%
8億772万円
（▲1億6776万円）

町債（借入金）
10.9%
13億2260万円
（7億4710万円）

地方消費税交付金　4.7%
5億6600万円
（1億1200万円）

その他（依存財源）　2.1%
　　　　　2億5485万円
　　　　　　（3332万円）

一般会計

入るお金
121億1285万円
（12億4719万円）

民生費（福祉など）
33.5%
40億5287万円
（▲2億5061万円）

土木費　10.2%
12億4088万円
（8960万円）

総務費　11.6%
14億556万円
（8784万円）

教育費　21.7%
26億2392万円
（14億4270万円）

衛生費（予防接種、ごみ処理など）　8.9%
10億7496万円
（▲8697万円）

公債費（借入金返済）　7.2%
8億7765万円
（2821万円）

その他　2.8%
3億3485万円
（▲8644万円）

消防費　4.1%
5億213万円
（2286万円）

一般会計

出るお金
121億1285万円
（12億4719万円）
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